
第  号議案

平成２８年度蒲郡市水道事業会計決算の認定について

平成２８年度蒲郡市水道事業会計決算を、地方公営企業法（昭和２７年法律第

２９２号）第３０条第４項の規定により認定に付する。

平成２９年９月６日提出

蒲郡市長  稲 葉 正 吉

７１
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（１）　収益的収入及び支出

予 算

第１款

第１項

第２項

第３項

予 算

第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

収　　　入

当 初 補 正
地 方 公 営 企 業 法

区 分 第 ２ ４ 条 第 ３ 項 の

予 算 額 予 算 額
規 定 に よ る 支 出 額

に 係 る 財 源 充 当 額

平 成 ２ ８ 年 度 蒲 郡 市

営 業 外 収 益 148,481,000 0 0

営 業 収 益 1,745,889,000 0 0

水 道 事 業 収 益 1,894,400,000 0 0

支　　　出

地 方 公 営

特 別 利 益 30,000 0 0

区 分 ２ ４ 条 第 ３

当 初 補 正 予 備 費 流 用 企 業 法 第

支 出 額

水 道 事 業 費 用

項 の 規 定

予 算 額 予 算 額 支 出 額 増 減 額 に よ る

営 業 費 用 1,644,458,000 0 10,000,000 3,364,000 0

1,688,400,000 0 0 0 0

営 業 外 費 用 33,912,000 0 0 △ 3,381,000 0

たな卸資産の購入に係る仮払消費税及び地方消費税　427,091円

予 備 費 10,000,000 0 △ 10,000,000 0 0

特 別 損 失 30,000 0 0 17,000 0
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額

　（うち、仮受消費税等

　（うち、仮受消費税等

額

（うち、仮払消費税等

（消費税及び地方消費税込　　単位：円）

予 算 額 に 比 べ

合 計
決 算 額 備 考

決 算 額 の 増 減

水 道 事 業 決 算 報 告 書

130,279,052円)

148,481,000 171,892,119 23,411,119

132,195,584

1,745,889,000 1,769,616,275 23,727,275

1,894,400,000 2,026,595,584

※仮受消費税等は、仮受消費税及び地方消費税

（消費税及び地方消費税込　　単位：円）

地方公営

地方公営 企業法第

19,736円)

30,000 85,087,190 85,057,190

0 21,650,712

に よ る 繰 越 額

２６条第２

小 計
２６条第２

合 計
決 算 額 項の規定

企業法第

不 用 額

繰 越 額

備 考

項の規定 に よ る

1,657,822,000 0 1,657,822,000 1,636,651,148 0 21,170,852

1,688,400,000 0 1,688,400,000 1,666,749,288

47,000

70,605,037円)

30,531,000 0 30,531,000

0 47,000 36,814 0 10,186

30,061,326 0 469,674

※仮払消費税等は、仮払消費税及び地方消費税

0 0 0 0 0 0
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（２）　資本的収入及び支出

予 算

第１款

第２項

第３項

第４項

第５項

予 算

第１款

第１項

補てんした。

収　　　入

当 初 補 正
地 方 公 営 企 業 法

区 分
小 計

第 ２ ６ 条 の 規 定 に

予 算 額 予 算 額
よ る 繰 越 額 に 係

る 財 源 充 当 額

資 本 的 収 入 234,700,000 0 234,700,000 88,662,000

分 担 金 40,065,000 0 40,065,000 0

補 助 金 104,030,000 0 104,030,000 0

企 業 債 0 0 0 53,400,000

区 分 当 初 補 正 流 用 企 業 法 第 継 続 費

支　　　出

小 計 26 条 の 規 逓 次

地 方 公 営

予 算 額 予 算 額 増 減 額 定 に よ る 繰 越 額

繰 越 額

資 本 的 支 出 1,124,300,000 0 0 1,124,300,000 150,700,000 0

建設改良費 1,048,948,000 0 0 1,048,948,000

第２項
企 業 債

75,352,000 0 0 75,352,000 0

150,700,000 0

償 還 金

資本的収入額が、資本的支出額に不足する額 639,990,680円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

43,280,747円、減債積立金70,566,715円、建設改良積立金35,308,000円、過年度分損益勘定留保資金490,835,218円で

0

第１項
固 定 資 産

10,000 0 10,000 0
売 却 代 金

負 担 金 90,595,000 0 90,595,000 35,262,000
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額

　(うち、仮受消費税等

　(うち、仮受消費税等

額

　（うち、仮払消費税等

264,139円)

（消費税及び地方消費税込　　単位：円）

継 続 費 逓 次 予 算 額 に 比 べ

繰 越 額 に 係 る
合 計

決 算 額 備 考

財 源 充 当 額 決 算 額 の 増 減

323,362,000 331,613,940 8,251,9400

0 40,065,000 46,872,000 6,807,000

3,472,000円)

0 104,030,000 68,673,000 △ 35,357,000

0 53,400,000

決 算 額

50,700,000 △ 2,700,000

不 用 額

※仮受消費税等は、仮受消費税及び地方消費税

（消費税及び地方消費税込　　単位：円）

備 考
合 計 26 条 の 規 逓 次

翌　年　度　繰　越　額

地 方 公 営

合 計

定 に よ る 繰 越 額

企 業 法 第 継 続 費

繰 越 額

1,275,000,000 971,604,620 83,731,000 0 83,731,000 219,664,380

83,731,000 219,574,095

63,404,068円)

1,199,648,000 896,342,905 83,731,000 0

90,285

※仮払消費税等は、仮払消費税及び地方消費税

75,352,000 75,261,715 0 0 0

0 10,000 0 △ 10,000

0 125,857,000 165,368,940 39,511,940
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（単位：円）

１

(1) 1,605,299,653

(2) 0

(3) 3,826,250

(4) 30,211,320 1,639,337,223

２

(1) 727,649,662

(2) 140,076,540

(3) 0

(4) 83,651,820

(5) 30,264,294

(6) 501,858,427

(7) 82,493,818

(8) 51,550 1,566,046,111

73,291,112

３

3,406,207

(2) 159,958,696

(3) 5,834,794

(4) 2,683,800 171,883,497

４

13,442,426

(2) 644,101 14,086,527 157,796,970

231,088,082経 常 利 益

(1)
受 取 利 息
及 び 配 当 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

他 会 計 負 担 金

営 業 外 費 用

(1)
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

雑 支 出

営 業 外 収 益

そ の 他 営 業 収 益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

そ の 他 営 業 費 用

営 業 利 益

他 会 計 負 担 金

平成２８年度蒲郡市水道事業損益計算書
（平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで）  

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益
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５

(1) 72,087,632

(2) 12,999,558 85,087,190

６

(1) 36,814 36,814 85,050,376

316,138,458

7,052,550

105,874,715

当年度未処分利益剰余金 429,065,723

その他未処分利益剰余金
変 動 額

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

過 年 度 損 益 修 正 益
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平成２８年度蒲郡市

（平成２８年４月１日から

剰 余

資 本 剰 余 金

工        事 受 贈 財 産 資 本 剰 余

負   担   金 評  価  額 金 合 計

9,964,550,591 450,012,899 99,625,258 15,074,727 837,520 565,550,404

246,941,247 0 0 0 0 0

246,941,247 0 0 0 0 0

減債積立金
の 積 立

0 0 0 0 0 0

利益積立金
の 積 立

0 0 0 0 0 0

建設改良積
立金の積立

0 0 0 0 0 0

資本金への
組 入 れ

246,941,247 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,211,491,838 450,012,899 99,625,258 15,074,727 837,520 565,550,404

0 △ 75,126,783 △ 31,140,258 △ 103,848 0 △ 106,370,889

0 △ 75,126,783 △ 31,140,258 △ 103,848 0 △ 106,370,889

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

10,211,491,838 374,886,116 68,485,000 14,970,879 837,520 459,179,515

前 年 度 処 分 額

資   本   金

分   担   金 補  助  金

前 年 度 末 残 高

当 年 度 末 残 高

議 会 の 議 決
による処分額

法 令 に よ る
処 分 額

処 分 後 残 高

当 年 度 変 動 額

積 立 金 の
取 り 崩 し

当年度純利益

みなし償却廃
止に伴う処理
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水道事業剰余金計算書

平成２９年３月３１日まで）
（単位：円）

金

利 益 剰 余 金

減 債 利 益 建 設 改 良 未 処 分 利 益 利 益 剰 余

積 立 金 積 立 金 積 立 金 剰 余 金 金 合 計

0 70,000,000 35,308,000 333,993,797 439,301,797 10,969,402,792

80,000,000 0 0 △ 326,941,247 △ 246,941,247 0

80,000,000 0 0 △ 326,941,247 △ 246,941,247 0

80,000,000 0 0 △ 80,000,000 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 △ 246,941,247 △ 246,941,247 0

0 0 0 0 0 0

(繰越利益剰余金)

80,000,000 70,000,000 35,308,000 7,052,550 192,360,550 10,969,402,792

△ 70,566,715 0 △ 35,308,000 422,013,173 316,138,458 209,767,569

0 0 0 0 0 △ 106,370,889

△ 70,566,715 0 △ 35,308,000 105,874,715 0 0

0 0 0 316,138,458 316,138,458 316,138,458

(当年度未処分利益剰余金)

9,433,285 70,000,000 0 429,065,723 508,499,008 11,179,170,361

資 本 合 計

― 77 ―



（単位：円）

10,211,491,838 459,179,515 429,065,723

337,921,043 0 △ 427,921,043 

減 債 積 立 金 へ の 積 立 0 0 △ 60,000,000 

利 益 積 立 金 へ の 積 立 0 0 0

0 0 △ 30,000,000 

資 本 金 へ の 組 入 れ 337,921,043 0 △ 337,921,043 

（繰越利益剰余金）

10,549,412,881 459,179,515 1,144,680

建設改良積立金への積立

処 分 後 残 高

平成２８年度蒲郡市水道事業剰余金処分計算書

資　　本　　金 資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額
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（単位：円）

１

(1)

イ 243,241,217

ロ

200,816,558

ハ

12,881,902,661

ニ

540,181,182

ホ

388,993

ヘ

2,380,041

ト

462,000

チ 43,672,466

13,913,045,118

(2)

イ 9,440

投資その他の資産合計 9,440

13,913,054,558

２

(1) 1,628,523,813

(2) 306,751,154

△ 2,988,282 303,762,872

(3) 6,557,975

(4) 108,000,000

2,046,844,660

15,959,899,218

土 地

平成２８年度蒲郡市水道事業貸借対照表
（平成２９年３月３１日）  

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 311,814,439

減価償却累計額 △ 110,997,881

構 築 物 23,436,298,750

減価償却累計額 △ 10,554,396,089

機 械 及 び 装 置 1,137,781,840

減価償却累計額 △ 597,600,658

車両及び運搬具 7,779,829

減価償却累計額 △ 7,390,836

工具器具及び備品 9,856,502

減価償却累計額 △ 7,476,461

リ ー ス 資 産 8,400,000

減価償却累計額 △ 7,938,000

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

投資その他の資産

そ の 他 投 資

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

保管有価証券

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(1)

イ
347,561,298

347,561,298

(2) 0

(3)

イ 36,037,284

ロ 48,940,000

84,977,284

432,538,582

４

(1)

イ
76,225,475

76,225,475

(2) 0

(3) 488,148,499

(4) 20,085,150

(5)

イ 8,246,000

ロ 2,179,000

10,425,000

(6) 181,989,315

776,873,439

５

6,725,134,749

3,571,316,836

4,780,728,857

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

引 当 金

退職給付引当金

修 繕 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

企 業 債 合 計

△ 3,153,817,913

未 払 金

前 受 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計
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６ 10,211,491,838

７

(1)

イ 374,886,116

ロ 68,485,000

ハ 14,970,879

ニ 837,520

459,179,515

(2)

イ 9,433,285

ロ 70,000,000

ハ 429,065,723

508,499,008

967,678,523

11,179,170,361

15,959,899,218

利 益 剰 余 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

工 事 負 担 金

分 担 金

受贈財産評価額

補 助 金

資本剰余金合計

負 債 資 本 合 計

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計
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注記

Ⅰ．重要な会計方針

平成２６年度より、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 資産の評価基準及び評価方法

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品

先入先出法による原価法

２  固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産（リース資産を除く。）

   ・減価償却の方法   定額法（ただし、取替資産については取替法による。）

  ・主な耐用年数

    建物         ３８～５０年

構築物        ２５～６０年

機械及び装置     ６～２５年

車両及び運搬具    ４年

工具、器具及び備品  ４～１５年

（２）リース資産

     ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

３ 引当金の計上方法

  （１）退職給付引当金

     職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に

相当する金額のうち、「退職手当の負担に関する取り決め」に基づき、一般会計が負

担する部分を除く額を計上している。

  （２）賞与引当金

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

  （３）法定福利費引当金

     職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

ける支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

  （４）貸倒引当金

     債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上している。

４ リース取引に係る特例的会計処理

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第５５

条第２項に規定する中小規模事業者の特例を適用し、通常の賃貸借取引に準じた会計処

理によっている。  
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５ 消費税及び地方消費税の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．貸借対照表等に関する注記

１ みなし償却制度の廃止に伴う移行処理

     平成２６年３月３１日において、償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で

資本剰余金として整理している額のうち、該当資産との対応関係の把握が不可能であっ

たものについては、現存する資産（補助金等が充当されていことが明らかな資産を除

く。）を対象とし、補助金等充当率を用いた按分により整理した。

２ 引当金の取り崩し

  （１）貸倒引当金の取り崩し

      当事業年度において、債権の不納欠損による損失を処理するため、貸倒引当金

178,372円を取り崩した。

Ⅲ．セグメント情報に関する注記

１ 報告セグメントの概要

   水道事業会計は、報告セグメントが１つのため、記載を省略している。

Ⅳ．その他の注記

１ 新会計基準移行に係る経過措置

  （１）修繕引当金に関する経過措置

    平成２６年３月３１日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例に

より取り崩すこととする。

  （２）リース資産に係る経過措置

     リース取引開始日が平成２６年３月３１日以前の所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。

２ オペレーティングリース取引に係る未経過リース料相当額

     １年内  3,078,000円

３ 引当金の取り崩し

  （１）退職給付引当金の目的使用による取り崩しについて

      当事業年度において、退職手当として 1,080,933円を支給するため、退職手当引当

金 1,080,933円を使用している。

４ みなし償却廃止に伴う処理の追加

平成２６年度より改定後の地方公営企業会計基準を適用するために実施した、みな

し償却廃止に伴う処理について、固定資産台帳の再確認を実施した結果、一部を追加

処理した。今回の追加処理により、資本剰余金のうち 106,370,889 円を長期前受金に

振替処理した。
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